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(57)【要約】
　本発明の液晶表示装置の第１基板は、支持基板（２１
）上に形成された配線層（１６）（１８）と、配線層を
覆うように支持基板上に形成された絶縁膜（４３）と、
流動性を有する配向膜材料（２４）が硬化することによ
って形成された配向膜（２３）とを有している。
　額縁領域（３２）には、シール部材（１４）の形成領
域（３４）が含まれる。絶縁膜（４３）の表面には、絶
縁膜（４３）を貫通させずに窪んで設けられた凹陥部（
４８）が形成されていて、凹陥部（４８）の少なくとも
一部は、支持基板（２１）の表面の法線方向から見て、
配線層（１６）（１８）と重なる。配向膜（２３）の端
縁部（２５）は、凹陥部（４８）の縁部（５１）によっ
て支持され、凹陥部（４８）の底は配向膜（２３）から
露出している。
　本発明によると、液晶表示装置の非表示領域を大幅に
狭くしながらも、配向膜材料の広がりを抑制することが
できる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１基板と、
　上記第１基板に対向して配置された第２基板と、
　上記第１基板及び第２基板の間に設けられた液晶層と、
　上記第１基板及び第２基板の間に設けられて上記液晶層を囲んで封止するシール部材と
を備えた液晶表示装置であって、
　上記第１基板及び第２基板は、表示領域としての画素領域と、該画素領域の外側周囲の
領域であって上記シール部材の形成領域を含む非表示領域としての額縁領域とをそれぞれ
有し、
　上記第１基板及び第２基板の上記液晶層側には、流動性を有する配向膜材料が硬化する
ことによって形成された配向膜が、上記画素領域から上記額縁領域側へ広がるように形成
され、
　上記第１基板は、支持基板と、該支持基板上に形成された配線層と、該配線層を覆うよ
うに上記支持基板上に形成され、上記支持基板と反対側の表面の一部が上記配向膜によっ
て直接に覆われた絶縁膜とを有し、
　上記絶縁膜の表面には、当該絶縁膜を貫通せずに窪んで設けられた凹陥部が形成され、
　上記凹陥部は、上記支持基板の表面の法線方向から見て少なくとも一部が上記配線層と
重なるように配置され、
　上記凹陥部の縁部は、上記額縁領域に配置されると共に、当該縁部の接平面が当該凹陥
部の内側へ向かうに連れて上記支持基板側へ傾斜するように形成され、
　上記配向膜の端縁部は、上記凹陥部の縁部によって支持されると共に、当該配向膜の端
縁部を支持している凹陥部の底は、上記配向膜から露出している
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
　請求項１に記載された液晶表示装置において、
　上記凹陥部は、上記シール部材の形成領域に沿って延びるように形成されている
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載された液晶表示装置において、
　上記凹陥部は、上記画素領域と上記シール部材の形成領域との間に配置されている
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３の何れか１つに記載された液晶表示装置において、
　上記配向膜は、上記凹陥部の縁部近傍において上記液晶層側に盛り上がっている
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４の何れか１つに記載された液晶表示装置において、
　上記絶縁膜は、光硬化性樹脂によって構成されている
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項６】
　互いに対向する第１基板及び第２基板が、表示領域としての画素領域と、該画素領域の
外側周囲の領域であってシール部材の形成領域を含む非表示領域としての額縁領域とをそ
れぞれ有する液晶表示装置を製造する方法であって、
　第１基板を形成する工程と、
　第２基板を形成する工程と、
　上記第１基板と第２基板とを液晶層及びシール部材を介して互いに貼り合わせる工程と
を有し、
　上記第１基板を形成する工程には、支持基板上に配線層を形成する工程と、上記支持基
板上に上記配線層を覆うように絶縁膜を形成する工程と、上記配線層を覆うように上記絶
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縁膜の表面に直接に配向膜を形成する工程とが含まれ、
　上記絶縁膜を形成する工程では、上記絶縁膜の表面に対し、当該絶縁膜を貫通せずに窪
んで設けられた凹陥部を、上記支持基板の表面の法線方向から見て少なくとも一部が上記
配線層と重なるように形成し、且つ、上記凹陥部の縁部を、上記額縁領域に配置すると共
に、当該縁部の接平面が当該凹陥部の内側へ向かうに連れて上記支持基板側へ傾斜するよ
うに形成し、
　上記配向膜を形成する工程では、流動性を有する配向膜材料を上記画素領域から上記額
縁領域へ広がるように形成し、当該配向膜材料の端縁部を上記凹陥部の縁部によって支持
すると共に、当該配向膜材料の端縁部を支持している凹陥部の底を上記配向膜材料から露
出させる
ことを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項７】
　請求項６に記載された液晶表示装置の製造方法において、
　上記絶縁膜を形成する工程では、上記凹陥部を上記シール部材の形成領域に沿って延び
るように形成する
ことを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項８】
　請求項６又は７に記載された液晶表示装置の製造方法において、
　上記絶縁膜を形成する工程では、上記凹陥部を上記画素領域と上記シール部材の形成領
域との間に配置する
ことを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項９】
　請求項６乃至８の何れか１つに記載された液晶表示装置の製造方法において、
　上記配向膜を形成する工程では、上記配向膜を上記凹陥部の縁部近傍において上記液晶
層側に盛り上がらせる
ことを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項１０】
　請求項６乃至９の何れか１つに記載された液晶表示装置の製造方法において、
　上記絶縁膜を形成する工程では、上記絶縁膜を光硬化性樹脂によって構成する
ことを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置及びその製造方法に関し、特に、配向膜の塗布領域の制御に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、一般に、一対の基板の間に液晶層が封入された構造を有している。一
対の基板は、ＴＦＴ基板及び対向基板により構成されている。ＴＦＴ基板には、複数のゲ
ート配線、複数のソース配線、複数の画素電極及び複数のＴＦＴ等が形成されている。対
向基板には、上記複数の画素電極に共通の共通電極が形成されている。液晶層は、ＴＦＴ
基板と対向基板との間で、枠状のシール部材に囲まれて封止されている。
【０００３】
　上記一対の基板には、表示領域としての画素領域と、その外側周囲に設けられた非表示
領域としての額縁領域とが形成されている。ＴＦＴ基板の額縁領域は、シール部材の形成
領域と、その外側周囲に設けられた端子領域とを有している。端子領域には、画素領域へ
信号を供給するための複数の端子が形成されている。
【０００４】
　ＴＦＴ基板及び対向基板には、液晶層側の表面に、当該液晶層における液晶分子の配向
を規制する配向膜が設けられている。配向膜は、例えばポリイミド等の樹脂膜によって構
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成され、その表面がラビング処理されている。
【０００５】
　配向膜は、ＴＦＴ基板及び対向基板の表面に、液状のポリイミドを塗布した後に、焼成
して硬化させることによって形成する。ポリイミドは、例えばフレキソ印刷法やインクジ
ェット印刷法等によって塗布することが可能である。
【０００６】
　ここで、上記インクジェット法を利用した配向膜の形成工程では、基板へ向かって吐出
されて着弾したポリイミド等の配向膜材料が基板表面で十分に広がるように、当該配向膜
材料の粘性を比較的低くする必要がある。
【０００７】
　低粘性の配向膜材料は、基板表面で容易に広がるために、本来必要がない額縁領域にま
で広がり易い。配向膜材料が額縁領域における端子領域にまで至ると、複数の端子が絶縁
膜である配向膜に覆われる結果、端子と、当該端子に実装される回路チップとの導通が阻
害されてしまう。
【０００８】
　特許文献１及び２には、ＴＦＴ基板のシール部材形成領域と、表示が行われる画素領域
との間に溝構造を形成し、その溝内に配向膜材料を溜めることによって、過剰な配向膜材
料の広がりを防止することが提案されている。
【０００９】
　また、特許文献３には、配向膜材料の濡れ広がりを制御するために、ＴＦＴ基板の表面
に撥水処理した領域を設けること、及びＴＦＴ基板に形成される配線層と同じ材料で凹凸
構造を形成することが開示されている。凹凸構造は配線層と同じ材料によって形成されて
いるので、エッチングにより配線と同時に形成することができる。
【００１０】
　ここで、図１９は、特許文献３における配向膜材料の濡れ広がりを制御する原理を示す
断面図である。図１９に示すように、特許文献３の凹凸構造１００は、ガラス基板１０１
上に所定間隔で配置された複数の凸部１０２によって構成されている。凸部１０２は、配
線層と同じ金属膜によって構成されている。そして、この凹凸構造１００に配向膜材料の
液滴１０３が滴下されると、液滴１０３とガラス基板１０１との間には、空気層１０４が
形成されるため、液滴１０３が弾かれやすくなり、液滴１０３の濡れ広がりを制御ことが
可能になる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００８－２６３４５号公報
【特許文献２】特開２００７－３２２６２７号公報
【特許文献３】特開２００７－１１４５８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかし、上記特許文献１及び２のように、配向膜材料を溜めるために複数の凹溝を形成
する構成では、配向膜材料を溜める容積を確保するために、複数の凹溝の形成領域を比較
的幅広に設ける必要がある。その結果、画素領域からシール部材形成領域までの距離が長
くなるため、額縁状の非表示領域の幅を狭くすることが困難である。
【００１３】
　また、上記特許文献３に記載された発明については、配線が形成されている領域では、
凹凸構造を形成すると配線を切断することになってしまうので、当該凹凸構造を形成する
ことができない。すなわち、凹凸構造を形成する領域が制限され、その凹凸構造が形成さ
れない領域では、配向膜材料がシール部材形成領域へ向かって濡れ広がるため、液晶表示
装置の信頼性を著しく低下させる虞がある。
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【００１４】
　本発明は、斯かる諸点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、配線の
レイアウトに拘わらず、液晶表示装置の非表示領域を可及的に狭くしながらも、配向膜材
料の広がりを抑制することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記の目的を達成するために、本発明に係る液晶表示装置は、第１基板と、上記第１基
板に対向して配置された第２基板と、上記第１基板及び第２基板の間に設けられた液晶層
と、上記第１基板及び第２基板の間に設けられて上記液晶層を囲んで封止するシール部材
とを備えた液晶表示装置を対象としている。
【００１６】
　そして、上記第１基板及び第２基板は、表示領域としての画素領域と、該画素領域の外
側周囲の領域であって上記シール部材の形成領域を含む非表示領域としての額縁領域とを
それぞれ有し、上記第１基板及び第２基板の上記液晶層側には、流動性を有する配向膜材
料が硬化することによって形成された配向膜が、上記画素領域から上記額縁領域側へ広が
るように形成され、上記第１基板は、支持基板と、該支持基板上に形成された配線層と、
該配線層を覆うように上記支持基板上に形成され、上記支持基板と反対側の表面の一部が
上記配向膜によって直接に覆われた絶縁膜とを有し、上記絶縁膜の表面には、当該絶縁膜
を貫通せずに窪んで設けられた凹陥部が形成され、上記凹陥部は、上記支持基板の表面の
法線方向から見て少なくとも一部が上記配線層と重なるように配置され、上記凹陥部の縁
部は、上記額縁領域に配置されると共に、当該縁部の接平面が当該凹陥部の内側へ向かう
に連れて上記支持基板側へ傾斜するように形成され、上記配向膜の端縁部は、上記凹陥部
の縁部によって支持されると共に、当該配向膜の端縁部を支持している凹陥部の底は、上
記配向膜から露出している。
【００１７】
　　　－作用－
　次に、本発明の作用について説明する。
【００１８】
　上記液晶表示装置を製造する場合、硬化する前の配向膜材料は、画素領域から額縁領域
側へ広がるように形成される。そして、配向膜の端縁部は、額縁領域に形成される。一方
、第１基板の支持基板上には、絶縁膜が配線層を覆うように形成され、当該絶縁膜の表面
に凹陥部が窪んで形成されている。この凹陥部の縁部は額縁領域に配置されている。
【００１９】
　そして、配向膜材料の濡れ広がりは、上記凹陥部の縁部によって堰き止められる。その
結果、配向膜の端縁部は、凹陥部の縁部によって支持されることとなる。凹陥部の縁部は
、その接平面が凹陥部の内側へ向かうに連れて支持基板側へ傾斜するように形成されてい
るため、配向膜材料をその粘性によって支持することができる。
【００２０】
　したがって、第１基板において支持構造部の側部と複数の端子との間に配向膜材料を溜
めるための溝構造等が不要になるため、液晶表示装置の非表示領域を例えば１～２ｍｍ程
度に大幅に狭くしながらも、配向膜材料の広がりを抑制することが可能になる。
【００２１】
　しかも、凹陥部を配線層に重ねて配置した状態で、凹陥部と配線層との間に絶縁層が介
在されているので、絶縁層によって配線層を保護しつつ、その配線層のレイアウトに拘わ
らずに凹陥部を連続して延びるように形成できる。よって、配向膜材料の広がりをより適
切に防止することが可能になる。
【００２２】
　ところで、従来のように、基板上に形成した溝内に配向膜材料を溜める構成では、溝構
造の容積のうちどの程度まで配向膜材料が溜まっているのかが不明であるため、液晶を基
板上に滴下して液晶表示装置を製造する場合に、溝構造における空き容量を含めた滴下す
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べき液晶材料の体積を適切に規定することが難しい。液晶材料の体積が必要量よりも少な
ければ、液晶層に気泡が生じる虞がある。
【００２３】
　これに対し、本発明では、凹陥部の内部に配向膜材料を溜めずに、その凹陥部の縁部で
配向膜材料を堰き止めるようにしたので、滴下すべき液晶材料の体積を略一定に維持する
ことができる。したがって、適切な体積の液晶材料を支持基板上に供給して、液晶層にお
ける気泡の発生を防止することが可能になる。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、配向膜の樹脂材料を溜めるための溝構造が不要になるため、液晶表示
装置の非表示領域を大幅に狭くしながらも、配向膜材料の広がりを抑制することができる
。しかも、凹陥部を配線層に重ねて配置した状態で、凹陥部と配線層との間に絶縁層が介
在されているので、配線層を絶縁層によって保護しつつ、その配線層のレイアウトに拘わ
らずに凹陥部を連続して延びるように形成できる。よって、配向膜材料の広がりをより適
切に防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】図１は、本実施形態１における液晶表示装置の概略構成を示す平面図である。
【図２】図２は、図１のＴＦＴ基板においてIIで示す領域を拡大して示す平面図である。
【図３】図３は、図１のＴＦＴ基板においてIIIで示す領域を拡大して示す平面図である
。
【図４】図４は、図３におけるIV－IV線断面図である。
【図５】図５は、ＴＦＴ基板における凹陥部の縁部近傍を拡大して示す断面図である。
【図６】図６は、ＴＦＴ基板の一部を拡大して示す平面図である。
【図７】図７は、凹陥部を形成するためのハーフトーンマスクを模式的に示す平面図であ
る。
【図８】図８は、ハーフトーン露光後に現像された平坦化膜を示す断面図である。
【図９】図９は、ポストベーク後の平坦化膜を示す断面図である。
【図１０】図１０は、液晶表示装置の概略構造を示す断面図である。
【図１１】図１１は、縁部における最大角度及び凹陥部の窪み深さと、配向膜材料の広が
り制御性との関係を示すグラフである。
【図１２】図１２は、θ１maxが約１５°であるときの凹陥部の近傍を拡大して示す断面
図である。
【図１３】図１３は、θ１maxが約５０°であるときの凹陥部の近傍を拡大して示す断面
図である。
【図１４】図１４は、θ１maxが約５°であるときの凹陥部の近傍を拡大して示す断面図
である。
【図１５】図１５は、その他の実施形態におけるＴＦＴ基板の一部を拡大して示す平面図
である。
【図１６】図１６は、その他の実施形態におけるＴＦＴ基板の一部を拡大して示す平面図
である。
【図１７】図１７は、その他の実施形態におけるＴＦＴ基板の角部を拡大して示す平面図
である。
【図１８】図１８は、その他の実施形態におけるＴＦＴ基板の角部を拡大して示す平面図
である。
【図１９】図１９は、従来の配向膜材料の濡れ広がりを制御する原理を示す断面図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。尚、本発明は、以下の実施
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形態に限定されるものではない。
【００２７】
　《発明の実施形態１》
　図１～図１０は、本発明の実施形態１を示している。
【００２８】
　図１は、本実施形態１における液晶表示装置１の概略構成を示す平面図である。図２は
、図１のＴＦＴ基板１１においてIIで示す領域を拡大して示す平面図である。図３は、図
１のＴＦＴ基板１１においてIIIで示す領域を拡大して示す平面図である。図４は、図３
におけるIV－IV線断面図である。
【００２９】
　図５は、ＴＦＴ基板１１における凹陥部４８の縁部５１近傍を拡大して示す断面図であ
る。図６は、ＴＦＴ基板１１の一部を拡大して示す平面図である。尚、図６では、後述す
る配向膜２３及び凹陥部４８の図示を省略している。図１０は、液晶表示装置１の概略構
造を示す断面図である。
【００３０】
　液晶表示装置１は、図１及び図１０に示すように、第１基板としてのＴＦＴ基板１１と
、ＴＦＴ基板１１に対向して配置された第２基板である対向基板１２と、ＴＦＴ基板１１
及び対向基板１２の間に設けられた液晶層１３とを有する。
【００３１】
　また、液晶表示装置１は、ＴＦＴ基板１１及び対向基板１２の間に設けられて液晶層１
３を囲んで封止するシール部材１４を有している。シール部材１４は、図１に示すように
、略矩形枠状に形成され、例えば、アクリル又はエポキシ系樹脂等の紫外線熱併用硬化型
樹脂によって構成されている。シール部材１４には、例えば複数の導電性粒子（不図示）
が分散して混入されている。シール部材１４の線幅は、例えば０．５ｍｍ～２．５ｍｍ程
度である。
【００３２】
　ＴＦＴ基板１１及び対向基板１２は、表示領域としての画素領域３１と、画素領域３１
の外側周囲の領域である非表示領域としての額縁領域３２とをそれぞれ有している。額縁
領域３２には、画素領域３１と所定の間隔をおいて設けられたシール部材形成領域３４（
シール部材１４の形成領域）が含まれる。
【００３３】
　また、ＴＦＴ基板１１及び対向基板１２の液晶層１３側には、流動性を有する配向膜材
料２４が硬化することによって形成された配向膜２３が、画素領域３１からシール部材１
４の形成領域側へ広がるように形成されている。
【００３４】
　配向膜２３は、ポリイミド等の樹脂材料からなり、液晶層１３の液晶分子の初期配向を
規制するためのものである。配向膜材料２４は、ポリイミド等に溶剤が添加されることに
より、その粘性が低下されたものである。配向膜材料２４には、例えば、ＪＳＲ株式会社
製の粘度が６．５ｍＰａ・ｓである垂直配向膜材料を適用することが可能である。
【００３５】
　ＴＦＴ基板１１の額縁領域３２は、図６に示すように、シール部材形成領域３４の画素
領域３１と反対側の領域であって画素領域３１へ信号を供給するための複数の端子２８が
形成された端子領域３３を有している。端子領域３３は、図４に示すように、ＴＦＴ基板
１１の側部領域に形成されている。
【００３６】
　ＴＦＴ基板１１におけるシール部材形成領域３４には、図６に示すように、ＩＴＯ（In
dium Tin Oxide）等の透明導電膜からなる電極部としてのパッド２０が、絶縁膜としての
平坦化膜４３の表面に複数形成されている。パッド２０は、１００ｎｍ程度の厚みに形成
され、シール部材１４に沿って所定の間隔で配置されている。このパッド２０は、シール
部材１４の導電性粒子を介して対向基板１２の共通電極（図示省略）に電気的に接続する
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ためのものである。
【００３７】
　ＴＦＴ基板１１の画素領域３１には、複数の画素５がマトリクス状に配置されている。
各画素５には、ＩＴＯ等の透明導電膜からなる画素電極１５がそれぞれ形成されている。
画素電極１５の厚みは例えば１００ｎｍ程度である。また、各画素５には、画素電極１５
に接続されたスイッチング素子としてのＴＦＴ（Thin-Film Transistor：不図示）が形成
されている。
【００３８】
　尚、ＴＦＴを構成する半導体層（不図示）は、厚みが１５０ｎｍであるｉ－Ｓｉ膜（真
性シリコン膜）と、厚みが４０ｎｍであるｎ＋Ｓｉ膜とがこの順に積層された構成を有し
ている。また、上記半導体層にはチャネル保護膜として２００ｎｍ程度の厚みのＳｉＮｘ
膜が積層されている。
【００３９】
　さらに、ＴＦＴ基板１１には、図２及び図３に示すように、上記ＴＦＴに接続されたゲ
ート配線１８及びソース配線１６等が形成されている。ゲート配線１８は、３０ｎｍ程度
の厚みのＴｉ膜と、３００ｎｍ程度の厚みのＡｌ膜と、１００ｎｍ程度の厚みのＴｉ膜と
がこの順に積層された構成を有する。一方、ソース配線１６は、３０ｎｍ程度の厚みのＴ
ｉ膜と、３００ｎｍ程度の厚みのＡｌ膜とがこの順に積層された構成を有している。
【００４０】
　上記ゲート配線１８及びソース配線１６の線幅は１０μｍ程度である。また、隣り合う
ゲート配線１８同士の間隔は、図２に示すように、２００μｍ程度になっている。一方、
隣り合うソース配線１６同士の間隔は、図３に示すように、７０μｍ程度になっている。
【００４１】
　また、ＴＦＴ基板１１は、図４に示すように、支持基板であるガラス基板２１を有し、
このガラス基板２１の液晶層１３側表面には、上記ゲート配線１８と、ゲート配線１８を
覆うゲート絶縁膜４１とが形成されている。また、図１に示すように、ガラス基板２１の
額縁領域３２には、上記ゲート配線１８と同じ材料からなる複数の引き出し配線１７が形
成されている。引き出し配線１７の線幅は１０μｍ程度である。この引き出し配線１７の
端部に端子２８が設けられている。
【００４２】
　そして、ソース配線１６は、コンタクト部（不図示）を介して引き出し配線１７に接続
されている。ゲート絶縁膜４１は、例えばＳｉＮｘ等によって構成され、４００ｎｍ程度
の厚みに形成されている。
【００４３】
　ゲート絶縁膜４１の表面には、保護膜としてのパッシベーション膜４２が形成されてい
る。パッシベーション膜４２は、例えばＳｉＮ等の無機膜によって構成され、２５０ｎｍ
程度の厚みに形成されている。
【００４４】
　ソース配線１６の表面には、パッシベーション膜４２及びこれを覆う絶縁膜である平坦
化膜４３が形成されている。つまり、平坦化膜４３は、ガラス基板２１上にソース配線１
６等の配線層を覆うように形成されている。平坦化膜４３は、例えば光硬化性アクリル樹
脂等の光硬化性樹脂（感光性樹脂）によって構成され、２～２．５μｍ程度の厚みに形成
されている。
【００４５】
　画素領域３１における平坦化膜４３の表面には、上記複数の画素電極１５が形成されて
いる。一方、シール部材形成領域３４における上記平坦化膜４３の表面には、上記シール
部材１４が形成されている。また、平坦化膜４３におけるガラス基板２１と反対側の表面
の一部は、配向膜２３によって直接に覆われている。
【００４６】
　そして、平坦化膜４３の表面には、この平坦化膜４３を貫通せずに窪んで設けられた凹
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陥部４８が形成されている。
【００４７】
　ここで、凹陥部４８は、ガラス基板２１の表面の法線方向から見て少なくとも一部がソ
ース配線１６又はゲート配線１８等の配線層と重なるように配置されている。本実施形態
の凹陥部４８は、図２及び図３に示すように、シール部材形成領域３４に沿って延びるよ
うに形成されている。凹陥部４８は、シール部材形成領域に沿って溝状に延びることによ
り、全体として枠状に形成されている。
【００４８】
　凹陥部４８の溝幅は例えば２０μｍ程度であり、凹陥部４８の溝深さは例えば１μｍ程
度である。凹陥部４８は、後述するようにフォトリソグラフィによって形成することがで
きる。
【００４９】
　凹陥部４８の縁部５１は、額縁領域３２に配置され、特に、画素領域３１とシール部材
形成領域３４との間に配置されている。さらに、この凹陥部４８の縁部５１は、図５に示
すように、当該縁部５１の接平面５３が当該凹陥部４８の内側へ向かうに連れてガラス基
板２１側へ傾斜するように形成されている。そして、配向膜２３の端縁部２５は、凹陥部
４８の縁部５１によって支持されると共に、当該配向膜２３の端縁部２５を支持している
凹陥部４８の底は、配向膜２３から露出している。
【００５０】
　ここで、上記凹陥部４８の縁部５１における接平面５３のガラス基板２１表面に対する
最大の角度をθ１maxとする。また、配向膜２３（配向膜材料２４）の端縁部２５を支持
している位置における上記凹陥部４８の接平面５３のガラス基板２１表面に対する角度を
θ１とする。また、上記配向膜２３の端縁部２５表面における接平面５４の上記接平面５
３に対する角度をθ２とする。
【００５１】
　そして、凹陥部４８の縁部５１は、その接平面５３のガラス基板２１表面に対する最大
角度θ１maxが、５°以上に規定されている。一方、上記最大の角度θ１maxは８８°未満
に規定することが好ましい。
【００５２】
　ここで、図１１は、縁部５１における最大角度θ１max及び凹陥部４８の窪み深さと、
配向膜材料２４の広がり制御性との関係を示すグラフである。図１１において○印は縁部
５１が配向膜材料２４を適切に支持したことを示し、×印は縁部５１によって配向膜材料
２４を適切に支持しなかったことを示している。また、実験で用いた配向膜材料の粘度は
、６．５ｍＰａ・ｓである。
【００５３】
　また、図１２～図１４は、それぞれθ１maxが約１５°、約５０°、約５°であるとき
の凹陥部４８近傍を拡大して示す断面図である。図１２～図１４において、符号Ａは、凹
陥部４８の接平面５３の角度θ１が最大角度θ１maxとなる位置を示している。また、符
号Ｂは、凹陥部４８の縁部５１によって堰き止められた配向膜２３（配向膜材料２４）の
端縁部２５の位置を示している。
【００５４】
　実験により、図１２に示すように、位置Ａにおける最大角度θ１maxが約１５°である
場合には、位置Ｂにおいて角度θ１が約５°であり且つ角度θ２が約２°であることが分
かった。また、図１３に示すように、位置Ａにおける最大角度θ１maxが約５０°である
場合には、位置Ｂにおいて角度θ１が約５°であり且つ角度θ２が約２°であることが分
かった。また、図１４に示すように、位置Ａにおける最大角度θ１maxが約５°である場
合には、位置Ａと位置Ｂとが一致し、その位置Ｂにおける角度θ１が約５°であり且つ角
度θ２が約２°であることが分かった。
【００５５】
　そして、図１１の実験結果に示すように、凹陥部４８の窪み深さは配向膜材料２４の広
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がり制御と相関が無く、縁部５１の最大角度θ１maxのみが配向膜材料２４の広がり制御
に影響することが分かった。そして、最大角度θ１maxが５°未満である場合には、配向
膜材料２４が上記縁部５１によって支持されずに広がってしまう。一方、最大角度θ１ma
xが８８°以上である場合には、θ１max＋θ２が９０°以上となって配向膜を堰き止めら
れない。よって、最大角度θ１maxが５°以上８８°未満である場合に、配向膜材料２４
を縁部５１において良好に支持できることが分かった。
【００５６】
　このように、縁部５１の接平面５３の最大角度θ１maxを適切に規定したので、画素領
域３１側から流れてきた配向膜材料２４を、当該縁部５１において角度θ２だけ堰き止め
ることができる。その結果、配向膜２３及び配向膜材料２４は、上記凹陥部４８の縁部５
１近傍において液晶層１３側に盛り上がることとなる。
【００５７】
　図４に示すように、上記配向膜２３及び配向膜材料２４の盛り上がっている領域は、２
００μｍ程度の幅である。また、配向膜材料２４の盛り上がっている領域の厚みａは、お
よそ１０μｍ以下程度であり、硬化後の配向膜２３の盛り上がっている領域の厚みａは、
およそ０．７μｍ程度である。一方、画素領域３１側の平坦な配向膜材料２４の厚ｂみは
、およそ３μｍ程度である一方、画素領域３１側における硬化後の平坦な配向膜２３の厚
みｂは、およそ０．１μｍ程度である。
【００５８】
　一方、対向基板１２は、支持基板であるガラス基板（不図示）を有している。このガラ
ス基板の液晶層１３側には、カラーフィルタ（不図示）を構成する複数の着色層（不図示
）及び遮光膜であるブラックマトリクス（不図示）が形成されている。そして、カラーフ
ィルタの表面には、ＩＴＯ等の透明導電膜からなる共通電極（不図示）が形成されている
。共通電極の表面は、ＴＦＴ基板１１と同様に配向膜（不図示）によって覆われている。
【００５９】
　　－製造方法－
　次に、上記液晶表示装置１の製造方法について説明する。
【００６０】
　液晶表示装置１の製造方法は、ＴＦＴ基板１１を形成する工程と、対向基板１２を形成
する工程と、ＴＦＴ基板１１と対向基板１２とを液晶層１３及びシール部材１４を介して
互いに貼り合わせる工程とを有する。
【００６１】
　すなわち、液晶表示装置１は、ＴＦＴ基板１１又は対向基板１２に枠状のシール部材１
４を形成し、当該シール部材１４の内側に液晶を滴下した後に、上記ＴＦＴ基板１１及び
対向基板１２を互いに貼り合わせることによって製造する。
【００６２】
　ＴＦＴ基板１１を形成する工程には、透明な支持基板であるガラス基板２１上に配線層
１６，１８を形成する工程と、ガラス基板２１上に配線層１６，１８を覆うように平坦化
膜４３を形成する工程と、配線層１６，１８を覆うように平坦化膜４３の表面に直接に配
向膜２３を形成する工程とが含まれる。
【００６３】
　配線層１６，１８を形成する工程では、ガラス基板２１の表面に、ゲート配線１８、ゲ
ート絶縁膜４１、シリコン膜（不図示）、ソース配線１６、パッシベーション膜４２、平
坦化膜４３、ＩＴＯ膜等を形成する。
【００６４】
　ゲート配線１８等の金属膜はスパッタ法により形成し、ＴＦＴを構成する半導体層、絶
縁膜及びチャネル保護膜はＣＶＤ法によって形成した後に、それぞれフォトリソグラフィ
及びウェットエッチング又はドライエッチングによって所定形状に形成する。
【００６５】
　平坦化膜４３を形成する工程では、平坦化膜４３の表面に対し、当該平坦化膜４３を貫
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通せずに窪んで設けられた凹陥部４８を、ガラス基板２１の表面の法線方向から見て少な
くとも一部が配線層１６，１８と重なるように形成し、且つ、凹陥部４８の縁部５１を、
額縁領域３２に配置すると共に、当該縁部５１の接平面が当該凹陥部４８の内側へ向かう
に連れてガラス基板２１側へ傾斜するように形成する。
【００６６】
　また、凹陥部４８はシール部材１４の形成領域に沿って延びるように形成する。さらに
、この凹陥部４８を画素領域３１とシール部材１４の形成領域との間に配置する。
【００６７】
　平坦化膜４３は、光硬化性アクリル樹脂等の感光性有機材料や、非感光性絶縁膜を用い
て形成することができる。感光性有機材料を用いる場合には、例えばスピンコート法によ
り（スリットコート法やインクジェット法によっても可能である。）、有機材料をガラス
基板２１上に表面が平坦となるように形成する。
【００６８】
　続いて、上記平坦化膜４３の凹陥部４８をハーフトーン露光によって形成する。ここで
、図７は、凹陥部４８を形成するためのハーフトーンマスク６０を模式的に示す平面図で
ある。図８は、ハーフトーン露光後に現像された平坦化膜４３を示す断面図である。図９
は、ポストベーク後の平坦化膜４３を示す断面図である。
【００６９】
　このハーフトーン露光で用いるハーフトーンマスク６０には、図７に示すように、複数
のスリット６１が所定間隔で形成されている。各スリット６１の幅は３μｍ程度であり、
３μｍ程度のピッチで配置されている。したがって、スリット６１が形成されている領域
は、全体として１５μｍ程度の幅となっている。
【００７０】
　上記ハーフトーンマスク６０によって、平坦化膜４３におけるシール部材形成領域３４
に沿った領域を露光した後に現像すると、図８に示すように、凹状の屈曲面からなる溝部
６２が形成される。その後、上記溝部６２が形成された平坦化膜４３をポストベークして
加熱することにより、当該平坦化膜４３の屈曲面がなだらかな曲面となる。その結果、上
記溝部６２が加熱によって熱だれし、曲面状の縁部５１を有する凹陥部４８が形成される
こととなる。
【００７１】
　非感光性絶縁膜を用いて平坦化膜４３を形成する場合には、例えばＣＶＤ法により（ス
パッタ法や塗布型材料の塗布によっても可能である。）、絶縁材料層をガラス基板２１上
に均一な膜厚で形成した後、その絶縁材料層の表面に感光性レジストを全面に塗布する。
次に、フォトリソグラフィ法によって所定のレジストパターンを形成する。その後、絶縁
材料層のエッチング（ウェットエッチング又はドライエッチング）を行い、上記レジスト
パターンを除去することによって、上記凹陥部４８を形成する。
【００７２】
　次に、上記配向膜２３を形成する工程では、流動性を有する配向膜材料２４を上記画素
領域から上記額縁領域へ広がるように形成し、当該配向膜材料２４の端縁部２５を上記凹
陥部４８の縁部によって支持すると共に、当該配向膜材料２４の端縁部２５を支持してい
る凹陥部４８の底を配向膜材料２４から露出させる。
【００７３】
　まず、上記平坦化膜４３の表面にＩＴＯ層を形成し、これをフォトリソグラフィ及びエ
ッチングによってパターニングすることにより、複数の画素電極１５を形成する。その後
、上記画素電極１５等を覆うように、ポリイミド等の流動性を有する配向膜材料２４をイ
ンクジェット法により供給する。
【００７４】
　配向膜材料２４は、画素領域３１から額縁領域３２へ流動し、凹陥部４８の縁部５１に
達したときに、その配向膜材料２４の端縁部２５が上記縁部５１によって支持される。そ
の結果、図４に示すように、配向膜材料２４は、凹陥部４８の縁部５１近傍において、液
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晶層１３側に盛り上がって堰き止められる。その後、配向膜材料２４を焼成することによ
って、配向膜２３を形成する。こうして、ＴＦＴ基板１１を製造する。
【００７５】
　　－実施形態１の効果－
　したがって、この実施形態１によると、ＴＦＴ基板１１に配向膜２３（配向膜材料２４
）を支持するための凹陥部４８を設けると共に、接平面５３が凹陥部４８の内側へ向かう
に連れてガラス基板２１へ傾斜するような縁部５１を当該凹陥部４８に形成したので、そ
の縁部５１によって配向膜２３（配向膜材料２４）を支持すると共に、当該配向膜２３（
配向膜材料２４）の端縁部２５を、その配向膜材料２４の粘性が比較的低くても支持する
ことが可能になる。
【００７６】
　よって、余分な配向膜材料２４を凹陥部４８の縁部５１における液晶層１３側に溜める
ことができることから、凹陥部４８の縁部５１よりもシール部材形成領域３４側に、配向
膜材料２４を溜めるための溝構造等が不要になるため、液晶表示装置１の額縁領域３２を
大幅に狭くしながらも、配向膜材料２４の広がりを適切に抑制して当該配向膜材料２４と
シール部材１４との重なりを防止することができる。
【００７７】
　さらに、上記縁部５１における接平面５３のガラス基板２１に対する最大の角度θ１ma
xを５°以上８８°未満に規定したので、縁部５１においてより確実に配向膜材料２４を
支持することができる。
【００７８】
　しかも、凹陥部４８をソース配線１６等の配線層に重ねて配置した状態で、凹陥部４８
と配線層との間に平坦化膜４３が介在されているので、平坦化膜４３によって配線層をエ
ッチャント等から保護しつつ、その配線層のレイアウトに拘わらずに凹陥部４８を連続し
て延びるように形成できる。よって、凹陥部４８をシール部材形成領域３４に沿って画素
領域３１を囲むリング状に形成することができるため、配向膜材料２４の広がりをより適
切に防止できることとなる。
【００７９】
　ところで、従来のように、基板上に形成した溝内に配向膜材料を溜める構成では、溝構
造の容積のうちどの程度まで配向膜材料が溜まっているのかが不明であるため、液晶を基
板上に滴下して液晶表示装置を製造する場合に、溝構造における空き容量を含めた滴下す
べき液晶材料の体積を適切に規定することが難しい。液晶材料の体積が必要量よりも少な
ければ、液晶層に気泡が生じる虞がある。
【００８０】
　これに対し、本実施形態では、図４に示すように、凹陥部４８の内部に配向膜材料２４
を溜めずに、その凹陥部４８の縁部５１で配向膜材料２４を堰き止めるようにしたので、
滴下すべき液晶材料の体積を略一定に維持することができる。したがって、適切な体積の
液晶材料をガラス基板２１上に供給して、液晶層１３における気泡の発生を防止すること
ができる。
【００８１】
　さらにまた、平坦化膜４３を光硬化性アクリル樹脂によって構成したので、ハーフトー
ン露光により凹陥部４８及びその縁部５１を制御性良く容易に適切な形状に形成すること
ができる。
【００８２】
　《その他の実施形態》
　上記実施形態１では、凹陥部４８をシール部材形成領域３４に沿って画素領域３１を途
切れなく囲むリング状に形成したが、本発明はこれに限らず、凹陥部４８は少なくとも一
箇所において途切れた形状であってもよい。例えば、ＴＦＴ基板１１における配線パター
ン等に応じて、配向膜２３が広がっても問題がない領域では、凹陥部４８を途切れた形状
に形成することが可能である。



(13) JP WO2011/155133 A1 2011.12.15

10

20

30

40

【００８３】
　ここで、図１５及び図１６は、その他の実施形態におけるＴＦＴ基板の一部を拡大して
示す平面図である。上記実施形態１では、１本の凹陥部４８をシール部材形成領域３４に
沿って設けた例について説明したが、本発明はこれに限らず、図１５に示すように、複数
本の凹陥部４８をそれぞれシール部材形成領域３４に沿って設けるようにしてもよい。
【００８４】
　このようにすれば、たとえ配向膜材料２４が画素領域３１側に配置されている凹陥部４
８を越えて外側（図１１で左側）へ広がったとしても、その外側に配置されている他方の
凹陥部４８の縁部５１によって、当該配向膜材料２４の広がりを防止することができる。
【００８５】
　また、上記実施形態１では凹陥部４８が直線状に延びる例について説明したが、本発明
はこれに限らず、図１６に示すように、シール部材形成領域３４に沿って蛇行して延びる
ような形状としてもよい。このようにしても、配向膜材料２４の広がりを好適に防止でき
る。
【００８６】
　また、図１７及び図１８は、その他の実施形態におけるＴＦＴ基板の角部を拡大して示
す平面図である。凹陥部４８は、シール部材形成領域３４の角領域において、図１７に示
すように略直角に屈曲した形状としてもよく、図１８に示すように円弧状としてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００８７】
　以上説明したように、本発明は、液晶表示装置及びその製造方法について有用であり、
特に、配向膜の塗布領域を制御する場合に適している。
【符号の説明】
【００８８】
　　　　　　１　　　液晶表示装置 
　　　　　１１　　　ＴＦＴ基板（第１基板） 
　　　　　１２　　　対向基板（第２基板） 
　　　　　１３　　　液晶層 
　　　　　１４　　　シール部材 
　　　　　１６　　　ソース配線（配線層）
　　　　　１８　　　ゲート配線（配線層） 
　　　　　２１　　　ガラス基板（支持基板） 
　　　　　２３　　　配向膜 
　　　　　２４　　　配向膜材料 
　　　　　２５　　　端縁部 
　　　　　３１　　　画素領域 
　　　　　３２　　　額縁領域 
　　　　　３４　　　シール部材形成領域 
　　　　　４３　　　平坦化膜（絶縁膜） 
　　　　　４８　　　凹陥部 
　　　　　５１　　　縁部 　　
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】

【図５】
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【図６】 【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】

【図１９】
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【手続補正書】
【提出日】平成24年12月6日(2012.12.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　ＴＦＴ基板１１の額縁領域３２は、図６に示すように、シール部材形成領域３４の画素
領域３１と反対側の領域であって画素領域３１へ信号を供給するための複数の端子２８が
形成された端子領域３３を有している。端子領域３３は、図６に示すように、ＴＦＴ基板
１１の側部領域に形成されている。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８４】
　このようにすれば、たとえ配向膜材料２４が画素領域３１側に配置されている凹陥部４
８を越えて外側（図１５で左側）へ広がったとしても、その外側に配置されている他方の
凹陥部４８の縁部５１によって、当該配向膜材料２４の広がりを防止することができる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図５】

【手続補正４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図６
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【補正方法】変更
【補正の内容】
　　【図６】

［補正の理由等］
　段落［００３５］、［００８４］において誤記の訂正を行いました。また、図５、図６
において誤記の訂正を行いました。これらは、いずれも出願当初の明細書の記載及び図面
の記載から誤記であることが明白です。従って、本補正は出願当初の明細書等に記載した
事項の範囲内においてするものです。
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摘要(译)

本发明的液晶显示装置的第一基板是形成在支撑基板（21）上的配线层
（16）（18），以及形成在支撑基板上以覆盖该配线层的绝缘膜
（43）。 并且，通过使具有流动性的取向膜材料（24）固化而形成取向
膜（23）。 框架区域（32）包括密封构件（14）的形成区域（34）。 
在绝缘膜（43）的表面上形成有凹部（48），该凹部（48）凹入而没有
穿透绝缘膜（43），并且该凹部（48）的至少一部分是支撑基板
（48）。 从21）的表面的法线方向观察时，其与布线层（16）（18）重
叠。 取向膜（23）的边缘部（25）被凹部（48）的边缘部（51）支撑，
凹部（48）的底部从取向膜（23）露出。 根据本发明，可以在显着缩小
液晶显示装置的非显示区域的同时，抑制取向膜材料的扩散。
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